
東京都多重債務問題対策協議会部会設置要領 

 

平成１９年９月２８日  

１９生消生企第２３７号 

      改正 平成２０年３月１ 日 

 １９生消生企第４４７号 

 改正 平成２０年４月１日  

２０生消生企第２１号 

 改正 平成２２年４月１日  

２２生消生企第１号  

 改正 平成２２年７月９日 

２２生文総総第８２５号 

 改正 平成２４年６月１日  

２４生消企第１０７号 

 改正 平成２６年３月１日  

２５生消企第５６０号 

 改正 平成２８年４月１日  

２８生消企第３７４号 

 改正 平成３０年４月２日  

３０生消企第２３号 

 改正 平成３１年４月１日  

３１生消企第４２号  

 改正 令 和 ２ 年 ７ 月 ８ 日  

２生消企第１９２号 

 改正 令和４年４月２８日  

４ 生 消 企 第 6 5 号 

改正 令 和 ５ 年 ７ 月 １ 日  

５生消企第１５８号 

 

 

 

（目的） 

第１ この要領は、東京都多重債務問題対策協議会設置要綱（平成１９年８

月２４日付１９生消生企第１８９号。以下「要綱」という。）第６に基づき、

東京都多重債務問題対策協議会（以下「協議会」という。）における専門的

事項を検討するために設置する部会の組織及び運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

  

（部会及び協議事項） 

第２ 協議会に設置する部会及び協議事項は、別表１に掲げるとおりとする。 

 

（構成） 

第３ 各部会は、部会長及び部会委員をもって構成する。 

２ 情報連絡部会の部会委員は、別表２－１に掲げる職にある者及び別表２

－２に掲げる団体に所属する者のうち、東京都福祉局長が委嘱する者とす

る。 



３ 相談部会の部会委員は、別表３－１に掲げる職にある者及び別表３－２

に掲げる団体に所属する者のうち、東京都生活文化スポーツ局長が委嘱す

る者とする。 

４ 生活再建部会の部会委員は、別表４－１に掲げる職にある者及び別表４

－２に掲げる団体に所属する者のうち、東京都福祉局長が委嘱する者とす

る。 

５ 貸金業部会の部会委員は、別表５－１に掲げる職にある者及び別表５－

２に掲げる団体に所属する者のうち、東京都産業労働局長が委嘱する者と

する。 

  

（部会長） 

第４ 各部会長は、別表６に掲げる職にある者をもって充てる。 

２ 各部会長は、各部会を招集し、主宰する。 

 

（部会委員の任期） 

第５ 部会委員の任期は２年とし、部会委員に欠員が生じたときの補欠の部

会委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

 

（意見聴取） 

第６ 部会長は、必要があると認めるときは、部会委員以外の者の出席を求

め、又は他の方法で意見を聴くことができる。 

 

（庶務） 

第７ 各部会の庶務は、別表７に掲げる課においてそれぞれ処理する。 

 

（その他） 

第８ この要領に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、別に

定める。 

 

 

   附 則 

 この要領は、平成１９年９月２８日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２０年３月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２２年７月１６日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２４年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２６年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年７月８日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和４年４月２８日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和５年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

別表１ 

部会名 協議事項 

情報連絡部会 １ 各種窓口における多重債務問題の発見に関す

ること。 

２ 発見した多重債務問題に係る相談窓口への誘

導に関すること。 

３ 関係部局及び関係機関との情報交換や連携に

関すること。 

４ その他 

相談部会 １ 相談体制の整備、充実に関すること。 

２ 相談窓口における対応に関すること。 

３ 法的整理への誘導に関すること。 

４ 区市町村との連携、支援、補完等に関するこ

と。 

５ 関係部局及び関係機関との連携に関するこ

と。 

６ その他 

生活再建部会 １ 相談窓口との連携に関すること。 

２ 関係機関との連携に関すること。 

３ 各種セーフティネット貸付けに関すること。 

４ 配偶者等からの暴力、児童虐待、自殺等の総

合対策に関すること。 

５ その他 

貸金業部会 １ 貸金業の業務の適正化に関すること。 

２ 警察や監督当局との連携に関すること。 

３ ヤミ金対策に関すること。 

４ その他 

 

（情報連絡部会） 

 別表２－１ 

福祉局生活福祉部長 



主税局徴収部計画課長 

生活文化スポーツ局消費生活総合センター活動推進課長 

住宅政策本部都営住宅経営部指導管理課長 

福祉局生活福祉部地域福祉課長 

産業労働局金融部貸金業対策課長 

水道局サービス推進部業務課長 

下水道局経理部業務管理課長 

教育庁総務部教育政策課政策担当課長 

 

別表２－２ 

東京労働者福祉協議会 

社会福祉法人東京都社会福祉協議会 

東京都民生児童委員連合会 

 

（相談部会） 

 別表３－１ 

生活文化スポーツ局消費生活総合センター所長 

生活文化スポーツ局消費生活部企画調整課長 

生活文化スポーツ局消費生活総合センター相談課長 

福祉局生活福祉部地域福祉課長 

産業労働局金融部貸金業対策課長 

 別表３－２ 

東京弁護士会 

第一東京弁護士会 

第二東京弁護士会 

東京司法書士会 

日本司法支援センター東京地方事務所 

全国クレサラ・生活再建問題被害者連絡協議会 

クレ・サラ首都圏連絡会 

公益財団法人日本クレジットカウンセリング協会 

特別区 

市 

町村 

 

（生活再建部会） 

 別表４－１ 

福祉局生活福祉部長 

生活文化スポーツ局消費生活部取引指導課長 

保健医療局保健政策部保健政策課長 

福祉局生活福祉部地域福祉課長 

福祉局高齢者施策推進部企画課長 

福祉局子供・子育て支援部企画課長 

福祉局障害者施策推進部企画課長 

産業労働局金融部貸金業対策課長 

 



別表４－２ 

東京弁護士会 

第一東京弁護士会 

第二東京弁護士会 

東京司法書士会 

日本司法支援センター東京地方事務所 

全国クレサラ・生活再建問題被害者連絡協議会 

クレ・サラ首都圏連絡会 

東京労働者福祉協議会 

社会福祉法人東京都社会福祉協議会 

東京都民生児童委員連合会 

公益財団法人日本クレジットカウンセリング協会 

特別区 

市 

町村 

 

（貸金業部会） 

別表５－１ 

産業労働局金融部長 

生活文化スポーツ局消費生活部特別機動調査担当課長 

福祉局生活福祉部地域福祉課長 

産業労働局金融部貸金業対策課長 

警視庁金融犯罪対策室長 

警視庁組織犯罪対策部管理官（暴力団排除担当） 

 別表５－２ 

全国クレサラ・生活再建問題被害者連絡協議会 

日本貸金業協会 

公益財団法人日本クレジットカウンセリング協会 

財務省関東財務局東京財務事務所 

 

別表６ 

部会名 部会長 

情報連絡部会 福祉局生活福祉部長 

相談部会 生活文化スポーツ局消費生活総合センター所長 

生活再建部会 福祉局生活福祉部長 

貸金業部会 産業労働局金融部長 

 

別表７ 

部会名 庶務 

情報連絡部会 福祉局生活福祉部地域福祉課 

相談部会 生活文化スポーツ局消費生活総合センター相談課 

生活再建部会 福祉局生活福祉部地域福祉課 

貸金業部会 産業労働局金融部貸金業対策課 

 


